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おかげさまで KBS は創立 14 周年を迎え、

KBS 広報紙 「Together」 第 150 号を発刊することができました！

　KBS 創研は 2004 （平成 16） 年に創業、 この 4 月1日で創立 14 周年を迎えることができました。 観光業に特化したコンサ

ルティング・ファームとしてこの間 1 都 1 道 2 府 30 県の観光事業者様の経営支援をさせていただきました。 また昨年度を除き

毎月発刊した広報紙 「Together」 も今号で第 150 号を発刊することができました。 これもひとえに KBS を支えてくださった多く

の観光事業者様、 各地のパートナーの皆様のご支援の賜物です。 衷心より御礼申し上げます。 今後とも KBS

創研並びに広報紙 「Together」 を何卒宜しくお願い申し上げます。

　　　2017 年 4 月 1 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社　KBS 創研

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　小泉　壽宏
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　KBS が歩んできた 14 年間で観光業界は大きく様変わりしました。 旅行流通のチャネルキャプテンが旅行会社からイ

ンターネットに移ったこと、 旅行商品の造成の視点が市場 （発地） から旅行目的地 （着地） へ変わったこと、 更には国

土交通省の外局として観光庁が発足し、 そして 2018 年度から京都大学において高度観光人材を育成する観光 MBA

が開設される等観光業界は大きなうねりの中にあるといっても過言ではないでしょう。

　今月の Together では今まで発刊した 149 回の紙面を振り返り、 その変遷を辿ってみたいと思います。 最近になり観

光業界に携わるようになった方は勿論のこと長く観光業界に身を置く方も是非ご覧ください

OTA進展の予感？！小泉の創業の挨拶より

（創刊号：2004年4月号）

KBS も HP 制作をやっていた！

本格的な Web 時代到来 （第 26 号：2006年6月号）

発刊第 150 号記念企画

Togetherの記事から見える観光業界の変遷

　KBS を開業した 2004 年は、 楽天トラベルが宿泊予約サイ

トの草分け的存在ともいえる 「旅の窓口」 を吸収合併、 既に

2000 年にサービスを開始したじゃらん net とともに 2 大 OTA

（OnlineTravelAgent) が旅行市場に浸透を始めた頃でありまし

た。 旅館勤務時代に旅の窓口を使って客室を販売していた私は

その威力を感じていましたが、 この OTA が後に旅行流通を大き

く変えるとは想像していませんでした。

　本格的な Web 時代は

あっという間に訪れました。

この時は HP 制作会社も

少なく観光業界のニーズ

に合ったサイトを制作でき

る会社は限られていまし

た。 そこで KBS では新た

な事業として 「コンサルか

ら HP 制作まで」 を一括

して行う事業を展開、 多く

の事業者様の HP の制作

に携わらせていただきまし

た。
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「体験型交流プログラムとインバウンドビジネス」。 これは 2008年1月号 「今後ブレイクする観光ビジネスのテーマ」 の記事。 あらためてその予測が正しかっ

たことに驚きます。 Together は 150 号を迎えました。 創刊は 2004 年。 小泉社長はじめ、 コンサルタントのみなさんが 「観光業の今 ・ 未来」 を鋭くかつ分か

りやすく解説するTogether。今後を予測する上でますます注目大ですね。ＫＢＳ創研のウェブから全バックナンバーを閲覧できます。ぜひご覧ください。(増田）
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着地型観光にスポットが当たる、 旅行業法改正

（第37号： 2007年5月号）

頑張れ！東日本！震災で苦しむ観光事業者を
紙面から支援　　　　　　 （第 84 号：2011年4月号）

観光による地方創生の牽引者「DMO」、高度観光人材の
育成 「観光 MBA」 の発足へ（第144号 ： 2016年10月号）

観光庁発足、 インバウンド促進の輪が広がる
（第43号 ： 2007年12月号）

再生支援が急務、 KBS も認定支援機関に
（第 111 号：2013年7月号）

 2003 年から国土交通省が主導する

訪日外国人旅行を促進する 「ビジッ

トジャパンキャンペーン」 が浸透す

るとともに、 観光事業者からは外国

人の受け入れに関するアドバイスを

求められるようになりました。 そこで

KBS では JTB の他言語サポート機

能 「enjoy japan」 の活用促進を通じ

その支援に当たりました。 翌年 2008

年には観光庁が発足、 官民挙げて

訪日外国人客を誘致する機運が広

がっていきました。

 リーマンショック以降苦境にあえぐ中

小事業者は後を絶たず観光業界に

おいても中小事業者の再生支援が

急務でした。 2012 年 8 月 30 日、 に

中小企業経営力強化支援法が施行、 

その中核となる経営革新等支援機関 

（以下 「認定支援機関」） の制度が発

足しました。 KBS も 2013 年 6 月 5 日

に経済産業省よりこの支援機関の認

定を受けることができました。 KBS が

観光業界における中小企業の再生ア

ドバイザーとして名実ともに認知され

る契機となりました。

【149号のTogether を振り返り】

　2004 年から今日までの観光業界の変遷を、 本紙面を通じ振り返っ

てみましたがいかがでしたでしょうか。 観光業界は冒頭申し上げた通

り大きなうなりの中にあります。社会的に大きく注目されている業界となっ

たことは歓迎すべきことです。

　しかし現場の最前線で観光事業者の皆様と汗を流す KBS として

は、 その大きな流れに個の事業者が翻弄されているのではないかと

感じております。 目の前のお客様を大切にすること、 そして自社の強

み、 弱みをしっかり見極め商品・ サービスに磨きをかけること、 そのため

に経営組織の確立やガバナンス形成、 人財育成に注力すること、 この

ような当たり前のことをしっかりやることを忘れないで頂きたいと思いま

す。 国の動きに目を向けることは重要です。 されど市場の変化やお

客様の思いに応えることはもっと大切ではないかと感じています。

　観光業界の発展に向け KBS は今後も現場で観光事業者の皆様と

ともに問題解決に向け知恵を振り絞り汗をかいていく所存です。

　Webの世界は観光における情報発

信のあり方を大きく変えました。 旅行

目的地の生情報が地域から発信でき

るようになり、 旅行商品も発地から着

地へとその視点は変わりつつあります。

そんな背景から 2007年3月に旅行業法

が改正され、 ご当地ツアーをそのまち

の旅行会社 （第 3 種旅行業）が造成、

販売できるようになりました。 この頃

から世の中の観光に対する注目度が

上がり小泉がその道の専門家として

テレビに出演する機会が増えました。

 2011 年 3 月11日、 東北地方を襲っ

た東日本大震災直後の発刊でした。

紙面から応援メッセージが送れない

か、 そう考え口蹄疫、 鳥インフルエン

ザの発生そして新燃岳の噴火等の影

響を受けつつもそこから復活を遂げた

宮崎県のホテルの取り組みを紹介しま

した。 その後 KBS では福島県郡山市

のプロモーション会社、 アイデックス

社と連携し新たな観光ルートの開発

（第 102 号 ： 2012 年 12 月号） や 地

域資源の発掘 （第 116 号 ： 2013 年

12 月号） 等東北観光の復興支援に

汗を流しました。

2013 年からは毎年京都大学経営管

理大学院と KBS でシンポジウムを開

催、 この号で紹介したのは第 4 回の

ものです。 テーマは 「観光に MBA

は必要か？～ DMO 人材との関連は

～」 でした。 地域の産学官金が連携

した推進組織 DMO の機能や DMO

を含め観光業界の最前線をリードする

高度人材を育成する観光 MBA の必

要性についてその道のスペシャリスト

の方を交え討論しました。 「観光もつ

いにここまで来たか」 と感慨深いもの

がありましたがその一方でこれらの流

れと観光の最前線にある事業者の実

態とのかい離に憂慮を感じました。


